
相 談 室 だより№８２は介 護 保 険 事 業 者 、№８３は障 害 福 祉 サービス事 業 者 が対 象 です（都 内 ）。 

 

東社協福祉施設経営相談室だより№８３ 平成２２年３月３１日 

ＴＥＬ０３－３２６８－７１７０  本相談室へのご相談には下記あてメールを 

  

 

 

k e i e i - s o u d a n @ t c s w . t v a c . o r . j p  ご利用ください。 

 

 

福祉・介護人材処遇改善助成金の会計処理（全４頁） 
 

平 成 ２１年 度 決 算 にあたり障 害 福 祉 サービス提 供 に係 る福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 の会

計 処 理 に関 する質 問 が多 く寄 せられております。本 件 について、その会 計 処 理 によっては、今 期 決

算 において利 益 が先 行 して過 大 に計 上 される可 能 性 も危 惧 されるため、東 京 都 所 管 法 人 からの多

くの質 問 に回 答 の一 例 をお示 ししようと思 います。本 №８３は、福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 と同

様 な趣 旨 の介 護 サービス提 供 に係 る介 護 職 員 処 遇 改 善 交 付 金 の会 計 処 理 の追 加 Ｑ＆Ａ（４頁 に

掲 載 ）が厚 労 省 （老 健 局 ）から示 されたことを受 け、№８２にて解 題 した内 容 を福 祉 ・介 護 人 材 処 遇

改 善 助 成 金 に援 用 したものです。ついては、厚 労 省 （社 ・援 局 ）発 出 のＱ＆Ａが確 認 できない現 時 点

のものですので、前 記 Ｑ＆Ａと異 なる内 容 が発 出 された場 合 は当 該 内 容 となることに留 意 してくださ

い。以 下 の回 答 は、税 理 士 宮 内 眞 木 子 氏 にお願 いしてご執 筆 いただいたものです。 

 

先 ず、会 計 処 理 の前 提 となる福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 の取 り扱 いについて確 認 すると、

以 下 の通 りです。 

 

１ 福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 交 付 金 の事 務 の流 れ 

番 号  期 限  業 務 及 び手 続 き 備 考  

１  介 護 職 員 処 遇 改 善 計 画 書 の作 成   

２  申 請 書 の作 成 と添 付 資 料 の用 意   

３  都 道 府 県 に申 請 書 提 出   

４  都 道 府 県 より承 認 の通 知   

５  10 月 のサービス提 供   

６ １２月 末  10 月 サービス提 供 報 酬 に一 定 の交 付 率 で受 取   

７  処 遇 改 善 分 として職 員 に支 給 （支 給 方 法 は法 人 選 択 ）  

＊＊ ＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 注  

８ 
２ ２ 年 ５ 月 末

迄  

実 績 報 告 書 の提 出  

１０月 サービス分 ～２２年 １月 サービス分 （４か月 分 ）に係 る交

付 金 の総 額 の確 定 （ａ） 

上 記 の期 間 にかかる賃 金 改 善 額 の確 定 額 （ｂ） 

ａ＞ｂの場 合 は残 額 を都 道 府 県 に返 還  

※精 算 は､実 績 報 告 書 の提 出 時 のみ 

 

 

２ 助 成 金 の仕 組 みと事 業 年 度  

福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 事 業 「実 施 要 領 」の「３助 成 金 の仕 組 みと事 業 年 度 」の項 にお

いて以 下 のとおり示 されています。 

(１) 助 成 金 の仕 組 み 
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福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 は、障 害 福 祉 サービス提 供 に要 する費 用 （報 酬 等 ）に一 定 の

率 を乗 じて得 た額 を、毎 月 の報 酬 等 と併 せて支 給 し、事 業 年 度 ごとに事 業 者 が提 出 する実 績 報

告 に基 づき､余 剰 金 が生 じた場 合 には､その額 を返 還 するものとする。 

(２) 事 業 年 度  

助 成 金 事 業 の年 度 区 分 は、当 該 年 の４月 から翌 年 の３月 支 払 分 まで（１２か月 間 ）とし、その

交 付 金 の額 の根 拠 となる障 害 福 祉 サービスは、原 則 として､当 該 年 の２月 から翌 年 １月 迄 に提 供

された介 護 サービスとなる。ただし、平 成 ２１年 度 については、助 成 金 支 給 の始 期 が異 なるため､

平 成 ２１年 １２月 から平 成 ２２年 ３月 の助 成 金 支 払 い分 まで（４か月 間 ）とする。 

（原 則 として平 成 ２１年 １０月 から平 成 ２２年 １月 迄 の間 に提 供 された障 害 福 祉 サービス分 ） 

 

３ 賃 金 改 善 額 と執 行 期 間  

 

「福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金  国 Ｑ＆Ａ」には、その実 績 報 告 、執 行 期 間 、執 行 方 法 等 に関 す

る以 下 のものが示 されています。 

 

（問 ６）賃 金 改 善 の方 法 は、ベースアップ、定 期 昇 給 、手 当 、賞 与 、一 時 金 等 があるが、賃 金 が改 善

するのであれば問 わない。 

（問 ７）賃 金 改 善 額 には法 定 福 利 費 における本 交 付 金 による賃 金 上 昇 分 に応 じた事 業 主 負 担 増 加

分 を含 む。なおその計 算 に当 たっては合 理 的 な方 法 に基 づく概 算 によることができる。また、

退 職 手 当 共 済 制 度 等 における掛 金 等 は含 まない。 

（問 ８）賃 金 改 善 額 については､原 則 、平 成 ２０年 度 下 半 期 （１０月 ～３月 ）における福 祉 ・介 護 職 員

の賃 金 水 準 との比 較 によることとしており、結 果 的 に平 成 ２１年 ４月 以 降 に改 善 した賃 金 改

善 額 のうち、賃 金 改 善 実 施 期 間 （問 ９参 照 ）における支 給 分 については､賃 金 改 善 額 に含

むこととなる。 

（問 ９）賃 金 改 善 実 施 期 間 については､次 の条 件 を満 たす期 間 の中 で､事 業 者 が任 意 に選 択 するこ

ととされている。 

①  月 数 は助 成 金 支 給 月 数 と同 じでなければならない。 

②  当 該 年 度 の概 算 交 付 の根 拠 となるサービス提 供 の期 間 の初 月 から、助 成 金 終 了 月 の

翌 月 までの連 続 する期 間 でなければならない。 

③  各 年 度 において重 複 してはならない。 

 

（問 ９）の図  ２１．１０ ２１．１１ ２１．１２ ２２．１ ２２．２ ２２．３ ２２．４ 

サービス提 供 月         

交 付 金 支 給 月         

        

Ａ       

 Ｂ      

  Ｃ     

賃 金 改 善 実 施 期 間  

4 パターンのうち 1 つ

を選 択  
   Ｄ    

 

上 記 の「（問 ９）の図 」によれば、サービス提 供 月 ２１年 １０月 ～２２年 １月 分 に係 る処 遇 改 善 助 成 金

の執 行 （職 員 給 与 等 の支 給 ）期 間 は、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの４パターンから１つを選 択 できるとされています。 

４パターンからの選 択 を認 めたことは、助 成 金 の執 行 時 期 を弾 力 的 に認 め、執 行 の便 宜 を図 るとい

う配 慮 の結 果 であるであると思 いますが、精 算 行 為 として収 支 を対 応 させる執 行 対 象 期 間 （多 様 な

弾 力 的 取 扱 ）とは別 に、法 人 の決 算 の会 計 期 間 における収 支 の対 応 関 係 について考 えるとＤパター

ンには問 題 があります。 

例 えば「（問 ９）の図 」の賃 金 改 善 実 施 期 間 のパターンＤを選 択 する場 合 には、上 記 の「福 祉 ・介 護

人 材 処 遇 改 善 助 成 金 の事 務 の流 れ」の№７と№８の間 の「＊」マーク（注 ）に決 算 期 末 が関 係 するの

で、平 成 ２１年 １０月 から受 け入 れた助 成 金 は４か月 分 であるのに対 して、賃 金 改 善 期 間 は３か月 で

決 算 になるため、期 末 までに支 出 しきれない部 分 （未 執 行 ）があれば、決 算 上 、その分 だけ先 行 した

当 期 活 動 収 支 差 額 の増 大 を来 すことになります。 



 3

また、上 記 の福 祉 ・介 護 人 材 処 遇 改 善 助 成 金 事 業 実 施 要 領 の「３助 成 金 の仕 組 みと事 業 年 度 」

の項 の（１）助 成 金 の仕 組 みにおいて、賃 金 改 善 実 施 期 間 満 了 時 に実 績 報 告 上 の余 剰 金 （執 行

残 ）があれば都 道 府 県 に返 還 するものとされています。 

しかし、Ｄパターンは決 算 期 末 までに賃 金 改 善 実 施 期 間 が満 了 しないため最 終 的 な返 還 金 額 が

未 確 定 であり、４月 の賃 金 改 善 額 については未 執 行 状 態 であります。 

 

以 上 の処 遇 改 善 助 成 金 の取 り扱 いを踏 まえ、Ｄパターンを選 択 した場 合 の決 算 整 理 において、助

成 金 の収 入 と賃 金 改 善 額 の支 出 を適 正 に対 応 させるための会 計 処 理 をお示 しするので参 考 にして

ください。 

 

【処 遇 改 善 助 成 金 の受 け入 れ収 入 科 目 】（注 ４） 

資 金 収 支 計 算 書 ：大 区 分 「補 助 事 業 等 収 入 」中 区 分 「補 助 事 業 収 入 」 

事 業 活 動 計 算 書 ：大 区 分 「補 助 事 業 等 収 入 」中 区 分 「補 助 事 業 収 入 」 

 

《助 成 金 受 入 の仕 訳 》： （ａ＝助 成 金 の額 ） 

（借 方 ）預  金       （貸 方 ）補 助 事 業 収 入 （ａの額 ） 

 

【賃 金 改 善 に係 る対 象 支 出 の会 計 処 理 】 

職 員 俸 給 、職 員 諸 手 当 、非 常 勤 職 員 給 与 、法 定 福 利 費 等 の支 出 処 理 となります。 

（助 成 金 の対 象 経 費 として支 出 した賃 金 改 善 額 をｂとします。） 

 

【実 績 報 告 及 び返 還 の会 計 処 理 】 

《精 算 時 返 還 の仕 訳 》：期 末 までに返 還 額 が確 定 し支 出 する場 合  

（借 方 ）補 助 事 業 収 入 （「ａの計 －ｂの計 」の額 ） （貸 方 ）預  金  

 

《精 算 時 返 還 の仕 訳 》：期 末 までに返 還 額 は確 定 するが支 出 が翌 期 になる場 合  

   （借 方 ）補 助 事 業 収 入 （「ａの計 －ｂの計 」の額 ） （貸 方 ）未 払 金  

 

【Ｄパターンにおける未 執 行 助 成 金 の会 計 処 理 】 

決 算 における未 執 行 助 成 金 とは、３月 末 まで（１２月 ～３月 ）に収 入 計 上 した交 付 金 額 （ａ）のうち、３

月 末 まで（１月 ～３月 ）に賃 金 改 善 額 （ｂ）として支 出 していない額 をいいます。 

賃 金 改 善 実 施 期 間 が満 了 していないＤパターンの執 行 残 である未 執 行 助 成 金 をそのまま放 置 すれ

ば当 期 の利 益 となってしまうので、決 算 整 理 として未 執 行 助 成 金 を前 受 金 として来 期 に繰 り延 べる

処 理 を行 います。（２１年 度 、２２年 度 、２３年 度 の各 毎 年 度 において同 じ） 

 

《決 算 整 理 仕 訳 》 

（借 方 ）補 助 事 業 収 入 （ａ－ｂの額 ）   （貸 方 ）前 受 金  

 

《翌 期 首 の振 替 仕 訳 》 

（借 方 ）前 受 金      （貸 方 ）補 助 事 業 収 入 （ａ－ｂの額 ） 

 

その後 （４月 ）に執 行 （ｃ）があり、「ｃ＞（ａ－ｂ）」であれば返 還 がないので、実 績 報 告 時 の仕 訳 はあり

ませんし、「ｃ＜（ａ－ｂ）」であれば、実 績 報 告 時 に（ａ－ｂ－ｃ」の額 を都 道 府 県 に返 還 し、その仕 訳 を

することになります。 

 

《翌 期 における実 績 報 告 及 び精 算 の会 計 処 理 》 

（借 方 ）補 助 事 業 収 入 （ａ－ｂ－ｃ）  （貸 方 ）預  金  

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  
（経 営 相 談 室 メールアドレスへは以 下 のとおりです） 

東 京 都 社 会 福 祉 協 議 会 のホームページ⇒左 上 の「経 営 相 談 」をクリック⇒「相 談 専 用 メールは

こちら」をクリック 
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                                       事 務 連 絡 

                                                      平成２２年３月３０日 

各都道府県介護保険担当課（室）御中 

                                            厚生労働省老健局介護保険計画課 

                                                          高齢者支援課  

                                                          振 興 課 

 

介護職員処遇改善交付金に関するＱ＆Ａ（Ｖoｌ.２）について（抄） 

 

                                                                  

 

 

  
（問２０）処遇改善交付金については、年度を跨っての賃金改善が可能となっているが、この場合 

の社会福祉法人における会計処理はどうなるのか。 

 

 

（答） 

年度を跨っての賃金改善を行った場合、請求時期及び根拠となるサービス提供月と交付金執行の時期

にズレが生じることになり、精算行為として収支に対応させる期間と決算（４月～３月）を適切に取り扱うこと 

が必要となる。 

   社会福祉法人における通常の会計処理では、請求書を発行した段階で未収金を計上し、全額を収益に 

計上するため、既支出額のみが費用に計上されることになるが、この場合には、未執行額が決算におい 

て当期収支差額となり、翌期における執行時に損失を計上することになり、適正な処遇改善の状況を示さ

ないことになる。 

   このため、処遇改善交付金が精算期間終了後に未執行であれば、返還する取扱いとなっていることに 

着目し、以下の会計処理で対応することとする。 

・未執行分について「前受金」で計上 

・翌年度、執行により返還不要が確定した際、収入に計上 

   なお、上記によれば、新たな収入科目や支出、負債、引当金等の補正等を行う必要が生じないなど大き 

な混乱がなく適切な会計処理が可能と考えられる。 

 

 

 

 

 


